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１．研究計画の概要 
（１）比較法研究 

まず，手続的な法化の意義を明らかとする
ための準備として，国際的な法化状況を把握
するために，その前提たるＡＤＲの問題点に
ついて比較法的な見地から検証を行う。次に，
具体的な法化の成果について，とくに複数の
司法圏に適用可能なものとして現実化した
もの（たとえば，ＵＮＣＩＴＲＡＬ商事仲裁
／調停モデル法，ＡＤＲ国際規格，家事調停
にかかるＥＵ指令，統一調停モデル法など）
を収集し，法化における共通項の析出を試み
る。 
（２）国内における手続面についての法化の
調査・研究 

まず，手続的な法化に関しては，最も法化
の必要性が強く，また実際にそれが現実化し
ている消費者紛争に焦点を当て，紛争の特殊
性，訴訟における救済の限界性，当事者の手
続進行上の特性などの点を機軸としてＡＤ
Ｒの法化状況を分析する。また，ＡＤＲ法に
より認証を受けた民間型ＡＤＲについて，認
証基準による規律という法化によって，手続
運営や紛争解決にどのような変化が生じた
のかについて，経年的な調査を開始する予定
である。 
（３）国内における実体的な面についての法
化の調査・研究 
次に，ＡＤＲにおける実体的な規範の法化

に関しては，まず準備的な作業として，日本
法の議論において調停規範や仲裁規範とい
う概念がどのような機能を果たしてきたの
かを考察する。ここでは，理論研究のほか，
民事・家事調停委員に対するインタビュー調
査なども併用し，実態の把握に努めることと

する。 
 

２．研究の進捗状況 
（１）比較法研究は，ほぼ予定通りの進捗が
あったと言える。この間，国内外で開かれた
いくつかの国際シンポジウムに報告者，コー
ディネータ，コメンテータとして参加し，大
まかにヨーロッパ大陸，英米，豪加，東アジ
ア，東南アジアにおいてそれぞれ異なるＡＤ
Ｒの規律傾向がみられること，東アジアにお
いても，中国（メインランド）と韓国・台湾・
日本では異なる傾向がみられるものの，国家
による法化・制度化が著しいこと，等の知見
を得た。ただし，渉外要素を含むＡＤＲを対
象とするＥＵ指令が出されるなど，研究計画
時から状況の展開がみられるので，なおフォ
ローアップが必要である。 
（２）国内における手続的法化の研究につい
ては，家事調停の規定を含む家事審判法の改
正作業が始まり，法整備がＡＤＲ実務よりも
先んずることとなったことと，民間型ＡＤＲ
の利用件数がまだ少ないことから，当初予定
していた消費者紛争を中心とする研究とい
うよりも，立法論的に，非訟事件手続一般及
び家事調停手続の法化について研究すると
ともに，その限界を検討することとなった。
その点で，当初の計画とずれが生じている。 
（３）国内における実体的法化の研究につい
ては，裁判所の調停規範や仲裁規範について
は，裁判例の収集・分析から一定の進捗をみ
ている。民間型ＡＤＲに関しては，弁護士会
の運営にかかるものについて事件の概要に
ついてある程度の情報開示がなされており，
その分析に着手したところであるが，その他
の民間型ＡＤＲは，取扱事件数の少なさもあ



り，なお補充が必要である。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している 
 上記２．のとおり，予想をしていなかった
事情から一部の研究は滞っているが，それ以
外では計画の遂行がなされていると言って
良い。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 上記２．のとおり，予想以上に研究対象が
拡大しており，当初計画の完全な遂行は困難
となっているが，本研究課題の現在性に鑑み，
状況の展開に対応しつつ，計画を遂行する予
定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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